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濱口　それでは、パネ
ル・ディスカッション
に入りたいと思います。
開始前に、会場の皆様
から多くのご質問をい
ただきました。それに
お答えする時間をとる
前に、当機構の山本研
究員から、こちらの３社の方々に対するコメントや質
問を述べていただきたいと思います。
山本　ドイツでは、例えば、企業・事業所に新たなテ
クノロジーを導入する場面でも、企業側と労働者側が
共同で決定することになります。また、「労働4.0・白
書」のなかでも、労・使がきちんと話し合って、
win-winになるようなテクノロジーの活用の仕方が
重要であるとの指摘がなされています。そこで、皆さ
んにお伺いしたいのは、職場に新しいテクノロジーを
導入する際に、従業員サイドとどのようなコミュニ
ケーションをとったのかという点です。
　また、もう一つの質問に関連して、パーソルテンプ
スタッフの矢頭さんのご報告のなかで、新しいテクノ
ロジーが職場にやってきたときに、これに対応し得る
人材の育成と、そのような人材に対する処遇の問題に
関心を持ちました。ドイツでは、労働者が企業外の職

業訓練を受け、第四次産業革命に対応し得る新しいス
キルを獲得した場合、処遇については、産業別の労働
協約によって、このスキルを手に入れたことに対する
新たな賃金が支払われることになります。産業別労働
協約ですので、例えばダイムラーにいようとボッシュ
にいようと、同一のスキルに対しては、基本的には同
じ賃金が払われるということになるわけです。
　他方、我が国の場合、年功賃金・企業別協約という
こともあり、第四次産業革命に対応し得るスキルを獲
得したとしても、それが直ちに労働条件・処遇の向上
につながるという保証はありません。矢頭さんの報告
で、ＲＰＡ開発でさらに難易度の高い開発の職に就く
と処遇がアップするシステムになっているというお話
があり、ドイツと比較しても興味深い点だと思いまし
たので、この処遇の点についても労・使の間でどのよ
うなやりとりがあったのかお尋ねしたいと思います。
濱口　必ずしも労働組合のない企業もあるかと思いま
すが、もう少し広い意味で、経営側と労働側との間で
どういった話し合いがあり、どんな問題があるのか、
あるいは能力開発と賃金との絡みも含めてそれぞれコ
メントをいただければと思います。

現場ではパート社員も運用検討に参加

重田　レジ混雑予測システムの導入は、私のほうで発
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案し、稟議を通したの
ですが、実際に運用す
るのは全て現場レベル
の店長であり、実は
パート社員の人たちに
も参加してもらってプ
ロジェクトを進めまし
た。やはり現場の納得

がないと活用し切れないので、この仕組みを最初に入
れたときには、実は３カ月ぐらいかかりましたが、現
場レベルの運用については現場の人たちに決めてもら
いました。
　レジ混雑予測の数字は15分単位で数字が変わった
りします。細かく言うと常に５分単位で最適化を続け
るので、「一旦混むけれど、その後、混まない」や、「一
旦混まないけれど、その後、混む」などという微妙な
予測が数字で出てくる。そのときに現場がどう判断す
るかということについては、現場のパートさんたちの
集まりの中でルール化していきました。
　会社全体のレベルでは、チェッカーリーダー（チェッ
クアウトの業務をサービスレベルも含めて管轄してい
るマネージャー職）が各店舗にいるのですが、この人
たちに集まってもらい、その人たちの納得感を大前提
にプロジェクトを進めました。進め方としては、まず
課題を全部書き出して、分類していきました。
　レジ混雑だけではなく、在庫コントロールも店舗内
の業務にかかわってきます。在庫コントロールについ
ては、今は需要予測に基づく発注に取り組んでいるの
ですが、システムの言うとおりにやるだけでは従業員
は納得しません。どういう考えでこの仕組みが動いて
いるのか、皆さん知りたがりますし、納得感によって、
システムへの参加率がかなり変わってきます。同じ仕
組みを入れても、Ａ店、Ｂ店、Ｃ店とあったら、活用
レベルの差は如実にあらわれてきます。最初からうま
く回せる店もあれば、そうではない店も出てきます。
納得感を持ってもらい、できるだけ平均点を上げるこ
とを目標設定して、プロジェクトを進めていくという
ことになります。
　今後必要だと思っているのは、店舗内で起きている
ことが常に「見える化」されている状態。店長という
立場にいると、今、店の中で何がどう起きているのか、
誰が何をやっているのかを常に把握したくなる。この

「見える化」は、ＡＩやＩｏＴなどの技術を使えば可
能になっていくと考えています。そうすることによっ
て、働く人たちのほうから見ると、自分自身のスキル
レベルもわかってきますし、上司との間でしっかり目
標設定できるようになる。そうなると、今度は給与に
反映する際にも納得感のある話ができると考えていま
す。
濱口　現場の参加を意図的に組み込むような形で取り
組まれたのですね。
重田　そうですね。

システム担当と管理職でプロジェクトを構成

濱口　それではフジモトHDの塚本様お願いします。
塚本　ＲＰＡの導入に向け、検討を進めていく上で、
まずプロジェクトを組成しました。プロジェクトには、
報告でも述べましたように、情報システム部員２人と
現場から５人の社員が参加し、その５人は基本的には
管理職に参加してもらいました。管理職なら、業務に
も精通していますし、マネジメントもできる人たちで
す。まずは現場の社員自らがＲＰＡ活用を進めていか
なければ、浸透していかないだろうと考え、管理者が
率先して自分たちでロボットをつくっていくスタイル
をとりました。
　昨年11月から新しい専任組織のもとで、今はバッ
クオフィス系の部署を対象にＲＰＡの推進をしている
のですが、約30人に開発担当として手を挙げてもらい、
進めています。スキルアップについては、いろいろ課
題があります。その分
野を専攻した詳しい社
員が、現場担当者のこ
とを理解しないまま先
行して作業してしまう
こともあります。これ
からは指導員の育成、
現場のボトムアップが
大きな課題だと考えています。
濱口　それではパーソルテンプスタッフの矢頭様お願
いします。
矢頭　現場とのコミュニケーションという点では、私
たちは「キャラバン」と呼んでいるのですが、各部署
に行脚して、「ＲＰＡというものがある」「こういった
効果が得られる」「こういった成果も上がっている」
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と説明して回り、細かく現場のマネージャー層だけで
なく社員も含めてコミュニケーションをとって進めて
います。
　キャリアアップのお話がありましたが、実は初めか

らキャリアアップの制
度をつくろうというこ
とで始めたわけではあ
りません。スキルを身
に付けてもらって、役
割が変わったり、活躍
の幅が広がった人たち
には、きちっと処遇や

待遇で報いなければいけないと考え、こういった取り
組みを進めることになりました。

自動補充発注のシステムも活用

濱口　ありがとうございました。それではここから、
３社の報告者の方々に適宜、質問を選んでいただいて
お答えいただければと思います。まず、ベイシアの重
田様からお願いいたします。
重田　皆さんＲＰＡに非常に関心が高いので、当社に
ついて言いますと、実は当社でもＲＰＡの導入は拡大
中です。もともとクライアント型でスタートしました
が、やはり限界があり、数多くのロボットを使おうと
するとやはりサーバー式にしておいた方がいいかなと
いうのが使った実感です。
　ご質問に「今後さらに導入を検討しているような仕
組みやシステムはありますか」というものがありまし
た。今一番、力を入れているのは、需要予測型の自動
補充発注です。10年ぐらい前から、実は需要予測型
の自動補充発注を使っているのですが、少しエンジン
を見直して、様々なことに対応できるようにしようと
しています。それは、賞味期限への対応を含めた最適
な発注をどういうふうにしたらいいかということです。
　賞味期限が長いものと短いもので、発注の設定は当
然変わってくるのですが、発注単位、消費期限、売り
場の陳列数量なども考慮する方がいい。商品部や本部
が決めた棚割りを現場で簡単に崩してはいけないこと
になっているのですが、例えば、商品部のバイヤーが
「もう100個陳列してくれ」と棚割りを書いてきて、
もしそれがヒットしない商品だった場合、自動補充発
注は正直ですから「20個でいいよ」と言ってくるわ

けです。しかし、現場の人はルールがあるので、残り
80個、自動補充発注を修正して増やしましたという
ふうになってしまう。この点を、権限の問題も含め、今、
変えていこうとしている最中です。
　これ以外では、先ほど回答でもお話ししましたが、
現場で誰がどんな作業をしているかということを見え
るようにする取り組みはすでに始めています。例えば、
店舗のバックヤード側に、オペレーションのダッシュ
ボードを設置し、お客様の動向に関してはマーケティ
ングのダッシュボードを表示して、店長だけでなく皆
が見ることができる状態にしています。
　これらができるようになれば、先ほども述べました
が、一人ひとりのスキルレベルを決めるということに
もなってくる。同じ品出しでも、速い人、遅い人は当
然います。どうやったら速くなるかは当然アドバイス
できる。労働監視になるのでは、という声もあるでしょ
うが、自分自身がより上を目指したいとか、同じ働く
のなら仕事の出来映えをよくしたいといった考えは皆、
持っているのではないかと考えています。

ロボットを統制する部署を設置

塚本　たくさんのご質問をありがとうございます。「コ
ンプライアンスやガバナンスの面の対応として、どう
いったことが考えられるのですか」という質問があり
ました。コンプライアンスについては、ＲＰＡはロボッ
トですので、夜中に動かすとか、勝手に動くことがで
きます。ですので、例えば、金を勝手に持ち出したり、
データを夜に勝手に抜き出して、それをそのままメー
ルに添付して送ったりといったこともできます。人が
見ていない状況でロボットが動き出すことをコント
ロールするためには、やはり統制する部署が必要です。
　導入のきっかけについての質問に対してですが、今
回のＲＰＡプロジェクトを昨年３月に立ち上げる前か
ら、いかにＩＴ、デジタルツールを使って、自分たち
の業務を変えていけるかをというプロジェクトを展開
していました。そのなかで、ＲＰＡを使って社内的な
業務の改善をしたらどうかという提案がありました。
どちらかというとデジタル観点の改革でしたので、情
報システムがプロジェクトを発起する形になりました。
　「ＲＰＡを導入しやすい部署とそうでない部署があ
りますか」という質問に対しては、ＲＰＡは既にデー
タ化されているものをシステムに入力し直したり、あ



Business Labor Trend 2019.7

21

デジタル技術革新が労働に与える影響

る内容をまたデータ化したりできるところに強みを感
じています。ですので、そういう強みを生かせる部署
だと思います。当社では昨年11月から、バックオフィ
ス系の部署を中心にＲＰＡの導入推進を進めています。
　課題についてもお尋ねがありました。現場の個人に、
自分で勉強してＲＰＡでロボットをつくりなさいと
いっても、やはり個人のスキルレベルの差が出てきま
すので、スキルレベルをいかに同じようにボトムアッ
プしていくかが大きな課題だと思っています。ロボッ
ト開発をする人のスキルのアップ、人材育成です。

派遣更新手続の処理などで活用

矢頭　いただいた質問のいくつかをピックアップして
お答えしたいと思います。一つ目は「具体的にどんな
業務をロボットで対応しているのですか」というご質
問です。大きいものは、派遣契約の延長・終了などの
更新の手続系の処理です。また、グループのシェアー
ドサービス会社では、企業への請求の処理や、スタッ
フに対しての給与計算などの業務で、一部、ロボット
を導入しながら進めています。
　「現場を巻き込むときに、どんなことを心がけて工
夫してやっていますか」というご質問もいただきまし
た。やはり当事者意識を持ってもらえるように、いか
に現場とコミュニケーションをとっていくかが一番大
事なところで、私たちが注意をしているところです。
奇策があるわけではないので、根気強く、強い思いで
やっています。
　また、あえて全部私たちのほうでやり切ってしまわ
ずに、一部のプロセスを現場に考えてもらったり、直
接、手を動かしてフローを書いてもらったり、パター
ンを整理してもらったりすることで、当事者意識を
持ってもらう工夫もしています。
　課題についてですが、おかげさまで、私たちは順調
にＲＰＡの導入を進めていて、生産性の向上も進んで
きています。これを、ちゃんと組織に定着させ、根付
かせていけるように、育成のサイクルを継続的に回せ
るようにすることや、スキルやノウハウをきちんと言
語化して伝えていけるようにすることなどが、今後、
取り組んでいかなければいけないテーマかなと思って
います。

コスト削減のためにも少人数でタスクを切り分け

濱口　皆さん、ありがとうございました。会場からの
ご質問では、企業レベルあるいは現場レベルでの問題
対応や、課題などについてのお話が多かったと思いま
す。次は、もう少し広く、会社全体の観点から、人員
配置の仕方を変えていくというような話も中長期的な
問題としてやはり出てくるいう感じもしますので、こ
のあたりの問題意識について、それぞれにお尋ねした
いと思います。
重田　小売業は特に、欧米と比べても生産性が低いと
言われます。私もアメリカを含む海外へ流通業の視察
に行きますが、海外では一つの作業だけやっていると
いう担当の従業員がたくさんいます。例えば、品出し
は品出ししかしない。運ぶ人は運ぶことだけ。日本で
は、多くがマルチタスクです。
　どちらが良いかというのは非常に難しい問題と思っ
ています。過去に私自身が横串を刺して、単一作業を、
部門を超えてさせたことがあります。うまくいった店
舗と、うまくいかない店舗が出てきて、実際にはなか
なか定着しませんでした。やはり、「あなたにはこの
部門のこの売り場を全部お任せします」と言ったほう
が、安心していられるのも事実です。ただ、組み合わ
せの問題だと思っていまして、会社として、お店をど
ういう店にしていくんだという方針が最初に来るのだ
と思います。
　当社では、いい商品をできるだけお客様に安く買っ
ていただこう、という方針があるので、現場のオペレー
ションコストはできるだけ下げたい。そうなると、よ
り少人数での店舗運営がしたい。少人数になると、で
きるだけタスクは切って、一つひとつにおけるレベル
感を充足させるスキルを持ってもらえればいい。フル
タイマーでサポートしていくか、ショートタイマーで
サポートしていくかは事情によって変わってくるとは
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思いますが、いずれにしても現場の納得感が、一番重
視すべきところだと感じています。

効率化でできた時間を生かす考え方に

塚本　ＲＰＡを導入する目的のなかで、コスト削減と
いうことはどうしても先行してしまう面があると思い
ます。ただ、ＲＰＡの良さは、コストを削減するだけ
ではなく、ロボットを新しいおもちゃと思ってもらえ
ればいいと思うのですが、新しいおもちゃを与えられ
ると社員は生き生きしながら、それを使って何とかし
ようと考えます。考えるツールを与えてあげる、機会
を与えるということがとても大事だなと、今では思い
ます。
　コスト削減ということに対して、やはり社員側から
するとマイナスに見てしまいます。しかし、ロボット
と一緒になって仕事をしていくという考え方ができる
と、現場の意識も高まりますし、生産性も上がる。人
材育成というテーマも後ろに隠れていて、効率的にや
れば、新しいことにチャレンジする時間は自分が生み
出せるという考え方も持てるようになりますし、現場
のモチベーションもアップすると思います。
矢頭　デジタル化が進んでいったときに必要なスキル
の棚卸しをすることや、そこに向けてどう新しいスキ
ルを習得していくのかという点は、大きな課題になる
と考えています。ですので、私たちも、現場の人たち
やそれにかかわる社員が、少しでもスキルを身に付け、
うまく仕事のやり方を変われるようなことを意識しな
がらＲＰＡの推進を進めています。

行政もデジタル化の促進を

濱口　ありがとうございました。次は、山本研究員の
報告とも絡むのですが、それぞれの企業の皆様方から、
今日のものも含め、今後の労働政策・労働法制のあり
方について、ご要望やご意見などがございましたらお
願いしたいと思います。
重田　最近は、もっと働きたいというパート社員の方
もたくさんいます。そういった社員には、正社員への
道も用意していますが、一方で、やはり扶養の枠の中
で働きたいという声が非常に多い。社会保険の問題で、
逆に、働く時間を減らしてくださいという人や、極端
な話になると、時間給を上げないで結構ですという人
もいます。このあたりの点はちょっと、考えていただ

けると非常にありがたいと思っています。
塚本　当社では、「笑顔あふれる生活づくり」をテー
マに、ワーク・ライフ・バランスの実現を、今、目指
そうとしています。そのなかで、ＲＰＡを進めるなか
で、人事部が行う健康保険や住民税の申請業務におい
てもデジタル化を進めたいという話が上がっています
が、提出先によってフォーマットが異なっていたり、
紙ベースの申請が多いのが現実です。ぜひ、生産性を
上げていくためにも、申請書のフォーマットを統一し
てデジタル化を実現し、働き方改革にもつなげていた
だきたいと思います。
矢頭　人材業界にかかわっていて感じているのですが、
人手不足と言われるなか、産業間、職種間での需給ミ
スマッチ・ギャップも見られ、構造的な課題もあると
感じています。成長する産業や職種、今後ニーズが高
いところに人がうまく流動できるような政策を打ち立
てていただけると、民間業者としてもそこにコミット
していけると考えています。

商品データベースの共通化を

濱口　それではここで、山本研究員から、３社のお話
を聞いて感じた点やドイツとの比較において言いたい
ことを述べてもらおうと思います。
山本　コメントといいますか、私からも一つ質問をさ
せてください。皆さん
としては、国や行政に
よる、「こんなテクノ
ロジーが今あります
よ」とか、「働き方に
ついて、新たな技術の
こういった応用の仕方
がありますよ」などと
いった情報提供のサポートは必要だと考えていらっ
しゃいますか。
　というのは、ドイツはIndustrie4.0、第四次産業革
命を目指しているのですが、中小企業ではあまりデジ
タル化が進んでいないといった現状があります。そこ
で、今、連邦政府が取り組んでいるのが、企業に補助
金を出して、新しいテクノロジーを実験的に導入して
もらって、働き方にどのようなメリットがあったか、
その成果にかかる情報を政府にフィードバックしても
らう。そのうえで、政府がそれらの情報をその他の企
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業に向けて公表するというプログラムです。
　日本でも、各企業いろいろなテクノロジー導入の取
り組みをなさっていると思うのですが、それらの情報
の政府レベルでの共有というのはなかなかなされてい
ないのではないかと思います。この点、感想でも結構
ですので、教えていただければ幸いです。
重田　商品のデータベースに関しては、ぜひ国を挙げ
て共通化を図るべきだと思いますし、それができれば
生産性は相当変わるだろうと思います。もちろん業界
団体のなかにはそういうことを推進しているところも
あります。ただ、どうしてもスピード感があるとは言
えない状況です。
　無人レジの取り組みでも、例えば、コンビニエンス
業界、ドラッグストア業界などと分かれてしまうので
す。商品データベースに関しては、共通化されている
部分もありますので、データベースを企業ごとに持つ
のではなく１つに集中させるということは十分あり得
る話ではないかなとは思っています。

企業の協調領域と競争領域の整理を

塚本　先ほど商品ＤＢのお話がありましたが、当社は
卸売業をしていますので、在庫コントロールの重要性
を認識しています。ですので、例えば商品タグのＲＦ
ＩＤ（radio frequency identifier）など、企業間の
協調領域と競争領域を行政がしっかりコントロールし
ていただけると、お互いの会社が競争しなければいけ
ないことが明確になり、生産性向上にもつながるので
はないかと思います。
矢頭　これも個人的意見ではあるのですが、テクノロ
ジーの展開はかなりスピード感がありますので、政府
や行政で集約するのではなく、民間から自発的な情報
発信を活発化する、後押しされるような形のアプロー
チをしていただいたほうが、われわれとしても情報が
とりやすくなるのではないかと感じています。

担当者を積極的に採用して内部で教育

濱口　ありがとうございました。若干まだ時間があり
ますので、３社の間でお互いに聞いてみたいとか、こ
んな問題もあるのではないかということがあれば、お
話しいただければと思います。
重田　ＲＰＡを進めるに当たって、私どものグループ
では、情報システムを理解しているＳＥ（システムエ
ンジニア）を１人、担当に置きました。そうすること
によって、つくり方が統一できるのと、各担当部署の
人たちが、プログラムをつくらなくてもよくなるから
です。
　グループ各社でＲＰＡを横並びで進めているかとい
うと、そうではなくて、まず１社で展開しています。
そして、同じ進め方をグループ内に横展開しようとし
ています。現場の人だけでやろうとすると、現状の業
務をそのまま置き換えるだけになりかねないので、Ｂ
ＰＲ（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）の考
え方は当然、入れなければいけない。
　私が所長を務めている流通技術研究所は、実はグ
ループ各社のＩＴ部員を一堂に集めた集合体です。人
員をかなり増やしてきており、７、８年前までは50人
ぐらいしかいなかったのですが、現在は200人ほどの
体制となっています。ですので、ＩＴにかかわって仕
事を進めることができる人をどう育成していくかとい
うのが大きな課題になっていくだろうと思っています。
　通年採用の募集をしており、たくさん人を採りたい
のですが、正直、今、人が集まらなくなっています。
それで４年前からは、流通技術研究所専門としての新
卒採用を始めています。時間はかかるでしょうが、頑
張って教育して、内製化していきたいと思っています。

情報システム技術を学んで現場に戻ってもらう

塚本　ＲＰＡをやはり進めるうえで、情報システム部
員だけだと技術が先行してしまい、やらなくてもいい
ものまでつくってしまう。より効果の高い、生産性の
高いものをつくっていくためには、現場にＳＥを配置
するだけではなく、現場の人間が情報システムに入っ
てきて、情報システムの技術を学んで戻っていく環境
も大切なのかなと改めて感じます。
矢頭　私たちは、業務のＢＰＲや、業務を改善・改革
していく上で、ＲＰＡがたまたま一つのツールとなっ
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たという考え方をしていますので、業務を可視化した
り、仕組み化をすることをコアな価値としています。
人材育成をしていく上でも、そのコアな価値を最上位
に位置づけた上でのＲＰＡ開発スキルの向上というこ
とで進めていますので、２社さんとはアプローチの仕
方が少し違うのかもしれないと思いました。

将来はバーチャル企業との協業の可能性も

濱口　ありがとうございました。やはりそれぞれ、日
本的な組織のあり方や職場のあり方を反映した形で、
デジタル化を進めている姿が浮かび上がってきたのか
なという感じがしています。それでは山本研究員から、
ドイツを主軸に置きながら、日本との比較で見て、最
後にコメントをいただければと思います。
山本　今回、３社の取り組みを伺って、濱口さんもおっ
しゃったように、基本的には日本の伝統的な雇用シス
テム、人材育成、組織のあり方は維持しつつ、その枠
組みの中で、うまくデジタル化にアダプトしているな
という印象を受けました。
　一方、私の今日の研究報告は、現場のリアルな話に
比べると、若干ファンタジーが入っているところも
あったのかなという気がしています。しかし、もっと
ファンタジーな未来予想も実はあります。例えば、ド
イツでされている議論として、従来は、バリューチェー
ンというのは一つの大規模な企業やグループの中で完
結する場合が多かったわけですが、テレワークやクラ
ウドワークのような働き方が進んでいくと、仕事のプ
ロセスというのは、小規模の様々な企業がプロジェク
ト単位でその都度集まって、終わったら解散すると
いった形で進んでゆくことも考えられます。さらには、
３Ｄプリンターなどの技術も進んでいますから、従来

型の物理的な職場や事業所というものが、もはや不要
になってくる可能性もあります。
　実は、私の研究報告で最初に紹介した「働き方の未
来2035」という報告書も、この点を未来における一
つの可能性として指摘しているのですが、これは、従
来の労働法制からすると、かなり大きなインパクトだ
と思います。というのは、物理的に多くの労働者が存
在する事業所を規制するのが、従来の労働法の規制の
伝統的なあり方だったからです。例えば、労働基準法
という法律は、その典型といってよいでしょう。しか
し、バーチャルの世界で、小規模の企業がプロジェク
ト単位で結び付いて仕事を進めるということになると、
今後は何を単位として労働法の規制対象とするのかと
いった問題が生じ得ることになります。現段階では
ファンタジーなのかもしれませんが、こういった雇用
社会の変化も将来はあり得るということを想定しなが
ら、私としては引き続き研究を進めていきたいと思っ
ています。
濱口　ありがとうございます。今日は、ややマクロな
話と、現場レベルのミクロな話の両極的な内容が含ま
れていたと感じられたかもしれません。ただ、第四次
産業革命などという話は、まさにそこに特色があるの
ではないかと思っています。
　1980年代、ＭＥ革命が話題になり、90年代にはＩ
Ｔ革命が話題になったのですが、そこでもわりとマク
ロの話とミクロな話が、共通の認識を持って議論され
ていました。今日のＡＩなどのデジタル技術を巡って
も、社会的に広がりのある話として進められているの
は、そこに特徴が表れているからと言うことができる
でしょう。長い時間おつき合いいただきましてありが
とうございました。


